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企業会計基準第 29 号「収益認識に関する会計基準」等 

表示・注記についてのポイント解説 

  
2020 年 7 月 31 日 

ひびき監査法人  

   

 

０．はじめに 

2020 年 3 月 31 日に、企業会計基準委員会（以下「ASBJ」という）から、改正企業会計基

準第 29 号「収益認識に関する会計基準」等（以下「本会計基準等」という）が公表されてい

る。本会計基準等の改正によって、収益認識に関する会計基準適用に伴う、表示及び注記事項

の詳細が新たに定められた。 

本稿では、IFRS 適用会社の開示例等を参照しながら、本会計基準等で定められた表示及び注

記事項についてのポイントを解説する。 

 

１．本会計基準等公表の背景 

ASBJ は、2018 年 3 月 30 日に、我が国における収益認識に関する包括的な会計基準として、

企業会計基準第 29 号「収益認識に関する会計基準」等を公表したが、当該会計基準では必要最低

限の注記のみ定め、会計基準の適用時期までに、注記事項の定めを検討することとされていた。 

また収益認識の表示に関する事項についても同様に、会計基準適用までに検討することとされ

ていた。 

本会計基準等は、当該収益認識に係る表示・注記についての検討に基づいて公表されたものと

なっている。 

 

【2020 年 3 月 31 日に ASBJ より公表された会計基準等】 

・ 改正企業会計基準第 29 号「収益認識に関する会計基準」（以下「改正基準」という） 

・ 改正企業会計基準適用指針第 30 号「収益認識に関する会計基準の適用指針」（以下「改正

適用指針」という） 

・ 改正企業会計基準第 12 号「四半期財務諸表に関する会計基準」（以下「改正四半期基準」と

いう） 

・ 改正企業会計基準適用指針第 14 号「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」 

・ 改正企業会計基準適用指針第 19 号「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」 

 

２．適用時期等及び経過措置 

本会計基準等は、2018 年に先行して公表した会計基準の適用日を踏襲して、2021 年 4 月 1 日

以後開始する連結会計年度及び事業年度の期首から適用される。 

早期適用として、2020 年 4 月 1 日以後開始する連結会計年度及び事業年度の期首から本会計

基準等を適用することができる。なお、早期適用については、追加的に 2020 年 4 月 1 日に終了
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する連結会計年度及び事業年度から 2021 年 3 月 30 日に終了する連結会計年度及び事業年度まで

における年度末に係る連結財務諸表及び個別財務諸表から本会計基準等を適用することができる。 

年度末から適用する場合、早期適用した連結会計年度及び事業年度の翌年度に係る四半期（又

は中間）連結財務諸表及び四半期（又は中間）個別財務諸表においては、早期適用した連結会計

年度及び事業年度の四半期（又は中間）連結財務諸表及び四半期（又は中間）個別財務諸表につ

いて、本会計基準等を当該年度の期首に遡って適用する。 

本会計基準等の適用初年度においては、適用初年度の比較情報（注記を含む）について、新た

な表示方法に従い組替えを行わないことができる。また、本会計基準等に定める注記事項を適用

初年度の比較情報に注記しないことができる。≪改正基準 81 項から 83-2 項、89-3～89-5 項≫ 

 

３．表示・注記規定の具体的内容 

本会計基準等によって定められている表示・注記規定の主な内容は以下のとおりである。 

 

■表示 

（１）顧客との契約から生じる収益≪改正基準 78－2 項≫ 

顧客との契約から生じる収益を、企業の実態に応じて、適切な科目（例えば、売上高、売上収

益、営業収益等）で損益計算書に表示する。また、顧客との契約から生じる収益については、そ

れ以外の収益と区分して損益計算書に表示するか、又は、両者を区分して損益計算書に表示しな

い場合には、顧客との契約から生じる収益の額を注記する。 

 

（２）貸借対照表上の表示科目≪改正基準 79 項、改正適用指針 104-3 項≫ 

2018 年に公開された「収益認識に関する会計基準」では、契約資産、契約負債又は顧客との契

約から生じた債権を、企業の実態に応じて、適切な科目をもって貸借対照表に表示するとしてい

る。本会計基準等においては、契約資産、契約負債、顧客との契約から生じた債権について、下

記の例を挙げている。 

「契約資産」 … 契約資産、工事未収入金 等 

「契約負債」 … 契約負債、前受金 等 

「顧客との契約から生じた債権」 … 売掛金、営業債権 等 

 

（３）契約資産と顧客との契約から生じた債権の区分表示又は注記≪改正基準 79 項≫ 

契約資産と顧客との契約から生じた債権を貸借対照表に区分して表示するか、区分して表示し

ない場合には、それぞれの残高を注記する。 

また、契約負債を貸借対照表において他の負債と区分して表示しない場合には、契約負債の残

高を注記する。 

 

（４）顧客との契約に重要な金融要素が含まれる場合の取扱い≪改正基準 78-3 項≫ 

顧客との契約に重要な金融要素が含まれる場合、顧客との契約から生じる収益と金融要素の影

響（受取利息又は支払利息）は、損益計算書において区分して表示する。 
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■注記 

（１）注記事項の開発にあたっての基本的な方針 

本会計基準等においては、注記事項の開発にあたっての基本的な方針として、下記の対応を行

うこととされている。≪改正基準 101-6 項≫ 

 

【基本的な方針】 

・ 包括的な定めとして、IFRS 第 15 号と同様の開示目的及び重要性の定めを本会計基準等に

含める。また、原則として IFRS 第 15 号の注記事項のすべての項目を本会計基準等に含め

る。 

・ 企業の実態に応じて個々の注記事項の開示の要否を判断することを明確にし、開示目的に

照らして重要性に乏しいと認められる項目については注記しないことができることを明確

にする。 

 

（２）重要な会計方針の注記 

本会計基準等においては、顧客との契約から生じる収益に関して、次に定める項目を重要な会

計方針として注記することとされている。≪改正基準 80-2 項≫ 

 

【重要な会計方針】 

・ 企業の主要な事業における主な履行義務の内容 

・ 企業が当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点） 

 

但し、上記項目以外にも、重要な会計方針に含まれると判断した内容については、重要な会計

方針として注記することが提案されている。 

 

【開示例】㈱ファーストステイリング（業種：小売業）IFRS 基準 2019 年 8 月期 
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（３）収益認識に関する注記 

本会計基準等では、収益認識に関する注記の開示目的を下記のように定めている。 

 

【開示目的】 

・ 収益認識に関する注記における開示目的は、顧客との契約から生じる収益及びキャッシュ・

フローの性質、金額、時期及び不確実性を財務諸表利用者が理解できるようにするための十

分な情報を企業が開示することである。≪改正基準 80-4 項≫ 

 

このように開示目的を定めた上で、開示目的を達成するための収益認識に関する注記として、

次の項目を注記することとしている。≪改正基準 80-5 項≫ 

❶ 収益の分解情報 

❷ 収益を理解するための基礎となる情報 

❸ 当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報 

なお、上記の項目に掲げている各注記事項のうち、開示目的に照らして重要性に乏しいと認め

られる注記事項については、記載しないことができるとされている。この場合の重要性の判断は、

定量的な要因と定性的な要因の両方を考慮する必要がある。その際、定量的な要因のみで判断し

た場合に重要性がないとは言えない場合であっても、開示目的に照らして重要性に乏しいと判断

される場合もあると考えられるとしている。 

 

【収益認識に関する注記を記載するにあたっての留意事項】≪改正基準 80-7 項～80-9 項≫ 

・ 我が国においては、注記事項は、個別の会計基準で定める個々の注記事項の区分に従って記

載がなされていることが多いが、収益認識に関する注記を記載するにあたっては、本会計基

準で示す注記事項の区分に従って注記を記載しないことができる。 

・ 収益認識に関する注記として記載することとした内容を、重要な会計方針として注記して

いる場合には、収益認識に関する注記として記載しないことができる。 

・ 重要な会計方針以外の注記においても、収益認識に関する注記として記載することとした

内容を財務諸表上の他の注記事項として記載している場合には、収益認識に関する注記を

記載するにあたり、当該他の注記事項を参照することにより記載に代えることができる。 

 

⇒ 注記事項の構成にはある程度の裁量が認められている 

 

 

❶ 収益の分解情報 

当期に識別した顧客との契約から生じる収益を、収益及びキャッシュ・フローの性質、金額、

時期及び不確実性に影響を及ぼす主要な要因に基づく区分に分解して注記する。 

企業会計基準第 17 号「セグメント情報の開示に関する会計基準」を適用している場合は、収益

の分解情報と、セグメント情報等会計基準に従って各報告セグメントについて開示する売上高と

の間の関係を財務諸表利用者が理解できるようにするための十分な情報を注記する。 
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なお、セグメント情報等会計基準に基づいて開示される売上高に関する情報が、本会計基準等

における収益の会計処理の定めに基づいており、かつ、収益及びキャッシュ・フローの性質、金

額、時期及び不確実性に影響を及ぼす主要な要因に基づく区分に分解した情報として十分である

と判断される場合には、セグメント情報に追加して収益の分解情報を注記する必要はないものと

考えられるとしている。≪改正基準 80-10、80-11 項、改正適用指針 106-3 項～106-5 項≫ 

 

 

 

 

❷ 収益を理解するための基礎となる情報 

顧客との契約が、財務諸表に表示している項目又は収益認識に関する注記における他の注記事

項とどのように関連しているのかを示す基礎となる情報として、次の事項を注記する。 

（ア） 契約及び履行義務に関する情報 

（イ） 取引価格の算定に関する情報 

（ウ） 履行義務への配分額の算定に関する情報 

（エ） 履行義務の充足時点に関する情報 

（オ） 本会計基準の適用における重要な判断 

≪改正基準 80-12 項～80-19 項、改正適用指針 106-6 項、106-7 項≫ 
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説明 注記事項 

（ア） 契約及び履行義務に関する情報（ステップ１及びステップ２） 

収益として認識する項目

がどのような契約から生じ

ているのかを理解するため

の基礎となる情報 

(a) 履行義務の内容、すなわち、企業が顧客と約束した財又は

サービスの内容。なお、契約に次のものが含まれる場合に

は、履行義務の内容の注記に含める。 

・ 財又はサービスが他の当事者により顧客に提供さ

れるように手配する履行義務 

  ・ 返品、返金及びその他の類似の義務 

  ・ 財又はサービスに対する保証及び関連する義務 

(b) 重要な支払条件 

  ・ 通常の支払期限 

  ・ 対価に変動対価が含まれる場合のその内容 

・ 変動対価の見積りが第 54 項に従って通常制限され

る場合のその内容 

  ・ 契約に重要な金融要素がある場合のその内容 

 

 

（イ） 取引価格の算定に関する情報（ステップ３） 

取引価格の算定方法につ

いて理解できるようにする

ための、取引価格を算定する

際に用いた見積方法、インプ

ット及び仮定に関する情報 

以下、記載内容の例示 

(a) 変動対価の算定 

(b) 変動対価の見積りが第 54 項に従って制限される場合のそ

の評価 

(c) 契約に重要な金融要素が含まれる場合の対価の額に含ま

れる金利相当分の調整 

(d) 現金以外の対価の算定 

(e) 返品、返金及びその他の類似の義務の算定 

 

 

（ウ） 履行義務への配分額の算定に関する情報（ステップ４） 

取引価格の履行義務への

配分額の算定方法について

理解できるようにするため

の、取引価格を履行義務に配

分する際に用いた見積方法、

以下、記載内容の例示 

(a) 約束した財又はサービスの独立販売価格の見積り 

(b) 契約の特定の部分に値引きや変動対価の配分を行ってい

る場合の取引価格の配分 
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インプット及び仮定に関す

る情報 

（エ） 履行義務の充足時点に関する情報（ステップ５） 

履行義務を充足する通常

の時点（収益を認識する通常

の時点）の判断及び当該時点

における会計処理の方法を

理解できるようにするため

の情報 

(a) 履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時

点） 

(b) 一定の期間にわたり充足される履行義務について、収益を

認識するために使用した方法及び当該方法が財又はサー

ビスの移転の忠実な描写となる根拠 

(c) 一時点で充足される履行義務について、約束した財又はサ

ービスに対する支配を顧客が獲得した時点を評価する際

に行った重要な判断 

（オ） 本会計基準の適用における重要な判断 

本会計基準を適用する際に行った判断及び判断の変更のうち、顧客との契約から生じる収益

の金額及び時期の決定に重要な影響を与えるものを注記する。 

 

【開示例】㈱ニコン （業種：精密機器） IFRS基準 2019年 3月期 
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❸ 当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報 

説明 注記事項 

契約資産及び契約負債の残高等≪改正基準 80-20項≫ 

履行義務の充足とキ

ャッシュ・フローの関

係を理解するための情

報 

(a) 顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の期首残

高及び期末残高（区分して表示していない場合） 

(b) 当期に認識した収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含ま

れていた額 

(c) 当期中の契約資産及び契約負債の残高の重要な変動がある場合

のその内容 

(d) 履行義務の充足の時期が通常の支払時期にどのように関連する

のか及びそれらの要因が契約資産及び契約負債の残高に与える

影響の説明 

(e) 過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から、当期

に認識した収益（例えば、取引価格の変動）がある場合には当該

金額 

残存履行義務に配分した取引価格≪改正基準 80-21項≫ 

既存の契約から翌期

以降に認識することが

見込まれる収益の金額

(a) 当期末時点で未充足（又は部分的に未充足）の履行義務に配分し

た取引価格の総額 

(b) (a)に従って記載した金額を、企業がいつ収益として認識すると
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及び時期について理解

するための情報 

見込んでいるか次のいずれかの方法により注記する。 

・ 残存履行義務の残存期間に最も適した期間による定量的

情報を使用した方法 

・ 定性的情報を利用した方法 

(c) 履行義務が当初に予想される契約期間が 1 年以内の契約の一部

である場合など、一定の条件に該当することにより、(a)及び(b)

の注記に含めていない場合、その条件と履行義務の内容 

(d) 取引価格に含まれない変動対価の額等、取引価格に含まれず、結

果として(a)及び(b)の注記に含まれないものがある場合、その

旨 

 

【開示例】日本板硝子㈱ （業種：ガラス・土石製品） IFRS 基準 2019 年 3 月期  

 

【開示例】日立キャピタル㈱ （業種：その他金融業） IFRS 基準 2019 年 3 月期  
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（４）工事契約等から損失が見込まれる場合≪改正適用指針第 106-9 項≫ 

 工事損失に関しては、以下の事項を注記する。 

・ 当期の工事損失引当金繰入額 

・ 同一の工事契約に関する棚卸資産と工事損失引当金が共に計上される場合には、棚卸資

産と工事損失引当金の相殺の有無と関連する影響額 

 

 

４．連結財務諸表を作成している場合の個別財務諸表における注記 

連結財務諸表を作成している場合の個別財務諸表においては、改正基準第 78-2 項、第 78-3 項

及び第 79 項の表示及び注記に関する定め（上記３■表示参照）を適用しないことができる。 

また、収益認識に関する注記の定めにかかわらず、改正基準 80-5 項に掲げる項目のうち、「❶ 

収益の分解情報」及び「❸ 当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報」については、

注記しないことができる。また、改正基準 80-5 項「❷ 収益を理解するための基礎となる情報」

の注記を記載するにあたり、連結財務諸表における注記を参照することができる。≪改正基準 80-

25 項、80-26 項、80-27 項≫ 

 

 

５．四半期財務諸表における注記 

既存の四半期会計基準の注記事項の定め及び国際的な比較可能性を考慮した結果、すべての四

半期の四半期連結財務諸表及び四半期個別財務諸表において、年度の期首から四半期会計期間の

末日までの期間に認識した顧客との契約から生じる収益について「❶ 収益の分解情報」の注記

を要求する。≪改正四半期基準 19 項、25 項、58-5 項、58-6 項≫ 

 

本会計基準等の注記の定めと各財務諸表との関係は次のとおりである。 



                     

      ひびき監査法人 No.29 

PKF Accountants & business advisers    
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（出典：改正企業会計基準 29 号「収益認識に関する会計基準」等の公表） 

 

 

 

６．おわりに 

現状、各社とも「収益認識に関する会計基準」適用による会計処理の検討が進んでいるものの、

表示・注記まで検討が進んでいない会社も多いと思われる。表示・注記に与える影響の検討を進

める上で、本稿がその一助となれば幸いである。 

 

なお、本稿の意見に関する部分は、筆者の個人的見解であることを申し添える。 

 

                                          以上 


